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海外展開は中小企業に
どのような影響を与えるか

総合研究所 上席主任研究員　竹内 英二

中小企業の海外展開に注目が集まっている。政府も2011年６月に「中小企
業海外展開支援大綱」をとりまとめ、中小企業の海外展開を積極的に支援す
ることを打ち出した。一方、海外展開の中でも直接投資や生産委託には、国
内の産業や雇用の空洞化を促進する懸念もある。はたして海外展開は中小企
業の活性化につながるのか、それとも空洞化を招くだけなのか。日本政策金
融公庫総合研究所が実施した「日本企業の海外展開とその影響に関するアン
ケート」の結果から探っていこう。
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海外展開は中小企業にどのような影響を与えるか

海外展開による影響は２種類

日本政策金融公庫総合研究所では、2012年８月に
融資先の中小企業を対象として「日本企業の海外展
開とその影響に関するアンケート」（以後「アンケー
ト」という）を実施した。調査の目的は大きく二つ
ある。一つは、海外展開することが中小企業にどの
ような影響を及ぼすのかである。具体的には、海外
展開している中小企業と海外展開していない中小企
業とでは、国内事業の売上高や雇用の動向に違いが
あるのかどうかを確認することである。

海外展開と雇用との関係については、樋口・松浦
（2003）や2010年と2012年の『中小企業白書』が
「企業活動基本調査」のデータを用いて、海外直接投
資を行っている企業の方が雇用を増やしていること、
あるいは雇用の減り方が小さいことを明らかにして
いる。また、伊藤（2011）も「企業活動基本調査」
のデータを用い、輸出を始めることによって雇用が
増える効果があることを示している。

ただし、「企業活動基本調査」の調査対象は従業者
数50人以上かつ資本金3,000万円以上の会社である

ため、中小企業の大半が含まれていない。先行研究
の結果が、より規模の小さな中小企業にも当てはま
るのかはわかっていない。

もう一つの目的は、海外展開する企業が増加する
ことで、海外展開していない中小企業がどのような
影響を受けているのかを明らかにすることである。
自ら海外展開している企業が売り上げを伸ばし、雇
用を増やしているとしても、一方で国内企業との取
引を減らしているのであれば、やはり海外展開は産
業や雇用の空洞化を促すことになるだろう。逆に、
国内企業との取引を増やしているのであれば、海外
展開は中小企業全体の活性化につながるかもしれな
い。はたして海外展開していない企業にとって、海
外展開する企業が増加することはプラスなのかマイ
ナスなのか。

非製造業、小企業にも広がる海外展開

まず、自ら海外展開している企業について見てみ
よう。「アンケート」によると、海外展開している企
業の割合は、回答があった企業全体の16.1％を占め
ている（図－１）。内訳は、海外に現地法人や支店を

「日本企業の海外展開とその影響に関するアンケート」実施要項

調査時点：2012年８月
調査対象：日本政策金融公庫国民生活事業および中小企業事業の融資先1万500社
調査方法：調査票の送付・回収ともに郵送、調査票は無記名
回 収 数：2,524社（回収率24.0％）

アンケート回答企業の
業種（n＝2,524）

（単位：％）

23.7 11.4 14.5 17.8 15.5 17.2

製造業 卸売業 小売業 サービス業 建設業 その他

アンケート回答企業の
従業者数（n＝2,511）

（単位：％）

38.3 24.0 14.1 9.0 7.6 7.0

１～４人 ５～９人 10～19人 20～49人 50～99人 100人以上
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保有する直接投資を行っている企業が46.7％、生産
を海外の企業に委託している企業が28.6％、自ら直
接または商社や代理店を通して間接的に輸出してい
る企業が43 .9％となっている（図－２）。

海外展開している企業には、直接投資と委託、輸
出のすべてを行っている企業もある。以下では、直
接投資を行っている企業を「直接投資」、直接投資は
行っていないが委託は行っている企業を「委託」、直
接投資も委託も行っていないが、輸出は行っている
企業を「輸出」とする。

海外展開している企業の業種を見ると、「直接投資」
では製造業が81.0％を占めるものの、「委託」では小
売業やサービス業など非製造業が64.2％、「輸出」で
は非製造業が47.7％をそれぞれ占めており、全体で
は38 .1％が非製造業である。

次に、海外展開を行っている企業の従業者数を見
ると、「直接投資」では100人以上の企業が38.9％を
占めるなど、比較的規模の大きな企業の割合が多く、
中央値は74人となっている。ただし、19人以下の企
業も19 .2％を占めている。

逆に「委託」では19人以下の企業が59.5％を占め
るなど、比較的小規模な企業の割合が多く、中央値

も11人となっている。「輸出」も比較的規模の小さ
な企業の割合が多く、19人以下の企業が63.1％を占
め、中央値は９人となっている。

このように海外展開は、非製造業や小規模な企業
にも広がっている。

海外展開企業には
業況が上向きの企業が多い

海外展開している企業としていない企業とでは、 
業況に違いがあるのだろうか。

まず、最近３年間の国内事業について売上高の動
向を見ると、海外展開している企業では「増加傾向」
とする企業の割合が46.3％で、「減少傾向」とする割
合の36.8％を上回っている（図－３）。一方、海外展
開していない企業では、「減少傾向」とする企業の割
合が50.0％で、「増加傾向」とする割合の30.4％を上
回っている。

図－2 海外展開の形態（複数回答）
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（注）「直接輸出」とは自ら輸出すること、「間接輸出」とは商社や代理店を通
して輸出することを指す。

直接投資
（46.7％）

輸出
（43.9％）

図－１ 海外展開企業の割合
（単位：％）

（n=2,240)

海外展開
している
16.1

海外展開していない
83.9

資料：日本政策金融公庫総合研究所「日本企業の海外展開とその影響に関
　　　する調査」（2012 年８月）（以下同じ）
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海外展開の形態別に、最近３年間の国内事業の売
上高が「増加傾向」であるとする企業の割合を見ると

「直接投資」が53.0％で最も多く、次いで「輸出」が
43.2％、「委託」が36.7％となっている。国内事業し
かもたない「委託」や「輸出」よりも「直接投資」の 
方が、国内事業が拡大傾向にある企業の割合が多い
のである。

次に、３年前と比べた国内の従業者数を見ると、
海外展開している企業では「増加した」とする企業 
の割合が38.3％で、「減少した」とする割合の24.5％ 
を上回っている（図－４）。一方、海外展開していな
い企業では「増加した」とする企業の割合は24.1％ 
で、「減少した」とする割合の23.2％とほぼ同じに
なっている。

３年前と比べた従業者数を海外展開の形態別に見
ると、「減少した」とする企業の割合は「直接投資」
が最も多くなっているが、「増加した」とする企業の
割合もまた最も多くなっている（図－５）。また、「直

接投資」で国内の雇用を減らした企業の割合が最も
多いとはいっても、海外展開していない企業と比べ
てとくに多いわけではない。海外展開によって国内
の雇用を減らす企業もあるが、それ以上に雇用を増
やす企業の方が多いのである。先行研究の結果は、
規模の小さな中小企業にも当てはまるといってよい
だろう。

海外展開で雇用が減らない理由

海外展開の中でも輸出については、事業が好調で
あれば売り上げはもちろん、雇用が増えても不思議
ではない。直接投資でも、海外での販売を目的とし
て店舗を設立するような場合は、国内の売り上げや
雇用が減ることはない。もし、国内の売り上げや雇
用を減らすとすれば、それは海外展開が原因ではな
く、国内の事業自体が不振だからである。

一方、海外で生産を行う直接投資や海外の企業に
事業の一部を発注する委託は仕事を国外に移すもの
である。国内事業の売り上げが増加したからといっ
て雇用が増えるとは限らず、むしろ雇用が減る可能
性もある。だからこそ、空洞化を促進すると懸念さ
れてきたのである。

（単位：％）

46.3 16.9 36.8

増加傾向 変わらない 減少傾向

海外展開企業
（n=356）

30.4 19.6 50.0
非展開企業

（n=1,863）

（単位：％）

38.3 37.2 24.5

増加した 変わらない 減少した

海外展開企業
(n=355)

24.1 52.7 23.2
非展開企業
(n=1,862)

図－5 ３年前と比べた国内の従業者数（海外展開の形態別）
（単位：％）

41.0 31.3 27.7

増加した 変わらない 減少した

直接投資
(n=166)

37.2 38.6 24.4
委　託
(n=78)

輸　出
(n=111)

45.1 19.835.1

図－3 最近３年間の国内事業の売上高

図－4 ３年前と比べた国内の従業者数
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たしかに、今回の「アンケート」でも、雇用を増
やしている企業の方が多いといっても、減らしてい
る企業も少なくはない。海外での生産を目的とした

「直接投資」にかぎれば、３年前と比べた従業者数が
「減少した」とする企業の割合は30.3％で、海外展開
していない企業を7.1ポイント上回っている。しか 
し、「増加した」とする企業もまた43.4％ある。雇用
を増やす企業と減らす企業との違いはどこにあるの
だろうか。

直接投資や委託を行った後に雇用が増えるプロセ
スは大きく二つ考えられる。一つは、そもそも国内
事業が好調で事業を拡張するために海外に工場を建
設したようなケースである。たとえば、ある浄水器
メーカーでは製品の売り上げが好調で増産が必要に
なったが、国内では工場用地や人員の確保が難しい
ため、ベトナムに工場を建設した。生産能力の増強
によって、国内事業の売り上げは一段と増え、従業
員も増加した。

国内の雇用が増えるもう一つのケースは、海外
展開を成功させようと努力する過程で何らかのイノ
ベーションが起き、それが国内事業の強化につながっ
た場合である。

自社ブランドをもつ婦人靴メーカーのＮ社は、製
造工程の大半を外注してきた。ところが、主力の外注 
先が突然廃業してしまい、代わりの外注先も見つから
ない。社内で検討した結果、海外で生産することに 
決めた。投資先はベトナムである。30人の従業員を
採用したが、全員靴づくりの経験はない。ベテラン
の職人を派遣して技術指導に当たらせたのだが、ノ
ウハウを言葉にできないためうまくいかなかった。

そこで、経営者自らが職人から製造のノウハウを
聞き出し、製造マニュアルを作成した。また、分業
と機械化も進めた。その結果、要求どおりの製品が
つくれるようになっただけではなく、長年の課題で
あった品質のばらつきも小さくなった。経験と勘に
依存した靴作りから脱却できたからである。

品質管理が向上した結果、百貨店をはじめとする
国内の小売店からの評価も上がった。売り上げは伸
び、海外展開後、デザイナーと営業合わせて７人を
新規に採用することができた。

一方、直接投資によって国内の雇用を減らすのは
生産拠点を海外に移してしまう場合である。なかに
は、国内での製造をすっかり止めてしまう企業もあ
る。このような直接投資を行うのは、そもそも日本
で工場を維持することが困難になったからである。
したがって、海外に生産拠点を移した企業は、たと
え直接投資を行わなかったとしても、いずれ国内の
雇用を減らしただろうと考えられる。つまり、直接
投資によって雇用が減るのではなく、競争力を失う
ことによって雇用が減るのである。

ちなみに、「アンケート」で直接投資を行った当初
の目的を見ると、最も多いのは「新規の取引先・市
場の開拓」の42.1％であり、「人件費の削減」を挙げ
た企業は34.6％にとどまっている（図－６）。また、「人
件費の削減」を挙げた企業でも、20.0％は「新規の
取引先・市場の開拓」を回答している。中小企業の
直接投資は、国内の事業を代替するものより、補完
するものの方が多いのである。このことも、直接投
資を行った企業で雇用が必ずしも減らない要因であ
ると考えられる。

取引を通じた中小企業への影響

自らは海外展開していない中小企業に対して、海
外展開の増加が与える影響は二つに区別できる。一
つは、海外展開企業と取引がある企業への影響であ
り、もう一つは海外展開企業と取引がない企業への
影響である。ここでは海外展開企業と取引がある企
業について見ていこう。

まず、自らは海外展開していない企業のうち、大
企業も含めて海外展開している受注・販売先がある
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企業の割合は26.5％である（図－７）。次に、海外展
開していない企業について、最近３年間の売上高の
動向を見ると、海外展開している受注・販売先があ
る企業もない企業もともに、「減少傾向」とする企業
の割合が「増加傾向」とする企業の割合を上回って
いる（図－８）。ただし、「増加傾向」とする企業の
割合は、海外展開している受注・販売先がない企業
では27.5％であるが、海外展開している受注・販売
先がある企業では37 .6％となっている。

同様に３年前と比べた従業者数の増減を見ると、
「減少した」とする企業の割合は、海外展開している
受注・販売先がある企業が24.4％、海外展開してい
る受注・販売先がない企業が22.9％とほとんど差が
ない（図－９）。しかし、「増加した」とする企業の
割合は、海外展開している受注・販売先がない企業
では20.9％であるのに対し、海外展開している受注・
販売先がある企業では32 .9％となっている。

このように海外展開している受注・販売先がある
企業の方がない企業よりも業績が上向いている企業
の割合が多くなっている。つまり、海外展開は必ず

しも取引先に悪影響を与えるものではなく、好影響
を与える場合も少なくないのである。

もっとも、海外展開には複数の種類があり、たと
えば輸出と海外で生産を行う直接投資とでは取引先
に与える影響が異なることも考えられる。そこで、
最近３年間の売上高の動向を被説明変数、受注先の
海外展開の種類と自ら海外展開しているかどうかを
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（注）直接投資を行っている企業について集計した。
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（注）自らは海外展開していない企業について集計した。

図－6 直接投資の当初の目的（三つまでの複数回答）

図－7 海外展開している受注・販売先の有無
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説明変数とする単純なモデルをつくり、回帰分析を
行った。

説明変数は、たとえば「受注・販売先に海外に工
場を設け、物品を生産している企業がある」と回答
した場合を「１」、回答しなかった場合を「０」とす
るダミー変数である。係数は受注・販売先が海外展
開しているかどうか「わからない」と回答した企業
を基準として算出した。

また、被説明変数には、「１ 増加傾向」「２ 変わら
ない」「３ 減少傾向」という順序がある。したがっ 
て、係数の符号がマイナスであれば「増加傾向」と
回答する確率が上がり、符号がプラスであれば「減

少傾向」と回答する確率が上がる。
回帰分析の結果は表に示したとおりである。符号

がマイナスで、かつ統計学的に有意な変数は、「受注・
販売先に海外に店舗を設け、物品の販売をしている
企業がある」と「受注・販売先に輸出している企業
がある」の二つである。海外の需要を取り込むタイ
プの海外展開は、取引先の売り上げも伸ばす可能性
が他の海外展開より大きいといえる。

一方、海外生産や海外への委託は、統計学的に有
意ではなく、係数の絶対値も小さい。これは、先述
したとおり、直接投資や委託の中には、国内での生
産を減らし、海外での生産を増やすタイプのものが

表 海外展開している受注先の有無・種類と最近３年間の売上高との相関

被説明変数 最近３年間の売上高（「１増加傾向」「２変わらない」「３減少傾向」）

説明変数 係　数 有意確率

受注・販売先に海外に工場を設け、物品を生産している企業がある −0.106 0.406

受注・販売先に海外の企業に物品の生産を委託している企業がある 0.146 0.318

受注・販売先に海外に店舗を設け、物品の販売をしている企業がある −0.357 0.032＊＊

受注・販売先に海外で物品の生産・販売以外の事業活動を行っている企業がある −0.030 0.880

受注・販売先に海外の企業に物品の生産・販売以外の事業を委託している企業がある −0.033 0.894

受注・販売先に輸出している企業がある −0.471 0.001＊＊＊

自ら海外展開している −0.377 0.002＊＊＊

（単位：％）

37.6 20.0 42.3

増加傾向 変わらない 減少傾向
海外展開している
受注・販売先あり

(n=444)

27.5 19.9 52.7
海外展開している
受注・販売先なし

(n=1,234)

（注）図－7（注）に同じ。

（単位：％）

32.9 42.7 24.4

増加した 変わらない 減少した
海外展開している
受注・販売先あり

(n=447)

20.9 56.2 22.9
海外展開している
受注・販売先なし

(n=1,229)

（注）図－7（注）に同じ。

図－8 最近３年間の売上高
（海外展開している受注・販売先の有無別）

図－9 ３年前と比べた従業者数
（海外展開している受注・販売先の有無別）

（注）1 ��順序回帰分析の結果であり、係数の符号が「プラス」であれば「減少傾向」になる確率が高くなる。逆に、係数の符号が「マイナス」であれば「減少�
傾向」よりは「変わらない」「増加傾向」になる確率が高くなる。

2�説明変数は、ぞれぞれに該当する場合を「１」、該当しない場合を「０」とするダミー変数である。
3�「＊＊」は５％水準で有意であることを、「＊＊＊」は１％水準で有意であることをそれぞれ示す。
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含まれているからだと考えられる。その典型は大手
家電メーカーによる直接投資である。

㈳日本電気工業会の「JEMA2012」により、白物家 
電の海外生産比率（海外生産台数を国内生産台数と
海外生産台数の合計で除した割合）を見ると、多く
の製品で上昇している。たとえば、洗濯機の海外生
産比率は2002年度には54.3％であったが、2011年 
度には 84.7％に達している。同じ期間に冷蔵庫は
65.9％から84.1％へ、掃除機は49.7％から69.6％へ
それぞれ上昇している。

海外生産比率は、海外の需要増に応えるために現
地生産を増やしても上昇するが、いずれも国内の出
荷台数がほぼ横ばいであるのに国内生産台数は減少
しており、生産拠点の海外移転が進んでいることは
間違いない。

生産拠点を海外に移すことを目的とした直接投資
は、そうした投資を行う企業の下請け企業に対して
負の影響を及ぼす可能性があることは容易に予想で
きる。「アンケート」でも、「受注・販売先に海外に
工場を設け、物品を生産している企業がある」と回
答した企業のうち35.1％は、海外展開企業との取引
量が「全体として減少傾向にある」としている。た
だし、「全体として増加傾向にある」とする企業の割
合も24.2％あり、負の影響を受ける企業ばかりとい
うわけではない。

海外展開企業と取引する
メリット・デメリット

海外展開企業が取引を通じて海外展開していない
企業に与える影響について、中小企業自身はどう考
えているのかも見ておこう。

まず、海外展開企業と取引することにどのような
メリットがあると考えているのかを見ると、最も多
いのは「取引量が安定している」の18.5％で、以下「将
来、取引の増加が見込める」「取引量が多い」が続い

ている（図－10）。取引量の大きさや拡大の可能性に
期待していることがわかる。ただし、海外展開企業
との取引量が少ない企業を中心にメリットは「とく
にない」とする企業も45 .4％ある。

次に、海外展開企業と取引するデメリットを見る
と、最も多いのは「将来、取引が減るおそれがある」
の27.2％で、以下「収益率が低い」「取引量が不安定
である」が続いている（図－11）。海外展開企業と取
引するメリットとして、「取引量が安定している」と
回答した企業でも、その45.2％は「将来、取引が減
るおそれがある」と回答している。

取引量への期待と不安が混在する結果となってい
るが、これも海外生産の拡大が中小企業にとって正
負、どちらの影響をももたらす可能性があるからだ
と考えられる。たとえば、新興国で生産を始める場 
合、材料や部品の供給体制が整っていないために、
それらを日本から輸入することは多くの企業で見ら
れる。しかし、進出先にサプライヤーが育ってくれ 
れば、現地での調達に切り替える企業も多い。その
ため、現在は取引量が安定している企業でも将来に

（％）
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（注）図－7（注）に同じ。

（n=421）

図－10 海外展開している受注・販売先と取引するメリット
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不安を抱くのである。
また、海外展開している企業はグローバルな競争

を行っているのであるから、取引先の中小企業に対
して海外展開していない企業以上に厳しいコストダ
ウンを要求するはずである。海外展開する企業と取
引するデメリットとして「収益率が低い」を挙げる
企業が少なくないのも当然である。

しかし、海外展開企業との取引におけるデメリッ
トも必ずしも悪いことばかりではないだろう。取引
先の海外展開にともなって、グローバルな競争に巻
き込まれることは確かに辛い。突然、仕事がなくな
るかもしれないし、大幅なコストダウンを要求され
るかもしれない。だが、そうした競争に生き残るこ
とができれば、企業の体力は増すはずである。海外
展開企業と取引している企業に業績が上向いている
企業が多くなっているのも、厳しい競争に勝ち残っ
てきた結果ではないだろうか。

また、取引が減少する懸念やコストダウンの要求
は、海外展開していない企業との取引でも生じうる
ことであり、海外展開企業との取引に固有のことで

はない。デメリットとはいっても問題視するほどの
ことではないかもしれない。実際、海外展開企業と
の取引について、今後どうしたいかを見ると、「取引
を減らしたい」とする企業は少なく、「取引を増やし
たい」とする企業の方が多い（図－12）。

海外展開とは
直接関係がない企業への影響

前掲図－７にあるように、自ら海外展開していな
い中小企業のうち、73.5％は海外展開している受注・
販売先もない。これら海外展開とは直接関係がない
企業の業種構成を見ると、自ら海外展開している企
業や海外展開している企業と取引のある企業に比べ
て、製造業と卸売業の割合が少なく、その分建設業
や小売業など、国内市場を主な対象とする業種が多
くなっている。

海外展開とは直接関係がない企業は、日本企業に
よる海外展開について、どのようにとらえているの
だろうか。図－13に示したとおり、何らかの影響が

（単位：％）

46.9 48.2

取引を
増やしたい

取引を
減らしたい

とくに
考えていない

メリットがある
(n=226)

18.5 77.2
メリットはない
(n=189)

デメリットがある
(n=246)

デメリットはない
(n=172)

8.1 52.839.0

75.024.4

（注）図－7（注）に同じ。
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（注）図－7（注）に同じ。

図－11 海外展開している受注・販売先と取引するデメリット 図－12 海外展開企業との今後の取引（海外展開
企業との取引のメリット・デメリットの有無別）
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（単位：％）

（n=1,200）

良い影響も悪い影響もあった
2.7

良い影響があった
2.4

（注）自ら海外展開しておらず、また海外展開している受注・販売先もない企業
　　 について集計した。

影響はない
51.0

悪い影響が
あった
7.4

わからない
36.5

あるとする企業の割合は12.5％にすぎず、51.0％の
企業は「影響はない」、36.5％の企業は「わからない」
と回答している。つまり、８割の企業は目に見える
影響がないのである。

①良い影響

影響があるとする企業について、その内容を見る 
と、まず良い影響については「仕入れや外注の費用 
が下がった」が37 .9％で最も多く、「製品やサービ
スの市場が拡大した」と「受注・販売先が増えた」
の31.0％が続いている（図－14）。少数ではあるが、

「新しい製品やサービスを開発できた」「新しい事 
業を始められた」とする企業もある。海外展開の増 
加をビジネスチャンスとして生かしたものであり、
この点からも、海外展開は中小企業に好影響を与え 
ているといえる。

ビジネスチャンスを生かした典型は、海外展開を 
支援するビジネスを始めた企業である。たとえば、
インターネットを使った海外向け通販サイトの制作
やプロモーションを行う企業や、海外展開支援を行

う企業と海外展開を計画している企業とをマッチン
グするサイトを運営している企業がある（注1）。

②悪い影響

一方、海外展開が増加することで悪い影響を受け
ているとする企業の割合も10％ほどある。具体的に
は、「受注・販売の単価が下がった」が42.1％で最も
多く、以下「受注・販売の量が減った」「値上げがし
にくくなった」と続いている（図－15）。

直接投資や生産の委託には、国内での生産を代替
するものや、コストダウンを意図したものもあるの
で、こうした悪影響を訴える企業があるのは当然で
あろう。だが、すべて海外展開が原因だといってよ
いのかは疑問である。受注が減るのも単価が下がる
のも、それだけの競争力しかないからであるとも考
えられるからである。

ただし、「工場等がなくなり、商圏の人口が減った」
というような悪影響については、一企業の責任ばか
りに帰すことはできない。競争力が低下した企業が
海外展開すること自体は合理的な行動であり、やむ

図－13 海外展開する日本企業が増加していることの影響
（％） （n=58）
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（注）図－13（注）に同じ。

図－14 海外展開が増加していることの良い影響
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次に、直接投資の成果に対する評価別に、国内企
業からの調達量の変化を見たのが図－16である。国
内企業からの調達が「増えた」とする企業の割合は

「予想以上の成果を上げている」と回答した企業が
53.8％と最も多くなっており、「予想したほどの成果
は上がっていない」とする企業では12.5％にとどまっ
ている。海外展開の成功確率を高めることこそが日
本経済にとって重要だといえる。

もちろん、こうすれば海外展開に成功するなどと
いう法則はない。どのようなビジネスであれ、失敗
はつきものである。ただ、失敗の確率を小さくする
ことはできるはずである。

失敗の確率を小さくする手段の一つは、海外展開
を支援するサービスを活用することである。公的な
機関としては、ＪＥＴＲＯ（（独）日本貿易振興機構）や

（独）中小企業基盤整備機構がある。これらの機関では、
法律や税制、賃金水準など海外展開に必要な情報提
供を行っているだけではなく、個別の相談にも応じ
ている。しかも、サービスの多くは無料だ。

また、前述のとおり、近年は中小企業の海外展開
を支援するビジネスも増加している。総合的なコン
サルティングから取引先や人材の紹介、行政手続き
の代行などサービスの内容は幅広い。こうしたサー

をえないことであるが、数千人が働く工場の閉鎖が
地域経済に与える影響は小さくない。困難なことで
はあるが、新産業の創出や既存産業の活性化など、
行政にも何らかの対策が求められる。

海外展開の成功確率を高めることが重要

中小企業の海外展開は、必ずしも国内の産業や雇
用の空洞化を進めるわけではなく、むしろ雇用を増
やしたり国内企業との取引を増やしたりするなど国
内経済の活性化につながる可能性がある。

この可能性は、海外展開が成功するほど大きくな
る。ここでは直接投資について示そう。まず、「アン
ケート」で直接投資を行った企業について、その成
果をどう評価しているのかを見ると「予想以上の成
果を上げている」が17.0％、「予想通りの成果を上げ
ている」が41.2％、「予想したほどの成果は上がって
いない」が26.8％、「投資して間もないので評価でき
ない」が15 .0％となっている。

（単位：％）
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予想したほどの成果は
上がっていない (n=40)

26.9 19.253.8

(注）１ 海外直接投資を行っている企業についての集計である。
２ 「投資して間もないので評価できない」と回答した企業は除いた。

図－16 直接投資の成果と国内企業からの調達量の変化
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（注）図－13（注）に同じ。

図－15 海外展開が増加していることの悪い影響
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ビスを使えば海外とのコネがない企業でも、円滑に
事業を立ち上げることが可能になる。

直接投資の場合には、人件費の安さばかりに気を
取られないことも重要である。いくら人件費が安く
ても、労働者の能力や意欲も低いのでは、教育や訓
練のコストがかさむ。定着率が低ければ採用の費用
もかかる。

加えて、途上国の賃金は急上昇しやすい。好例は
中国である。ＪＥＴＲＯによると、2011年度の一般工
場労働者の１カ月当たり賃金は上海で439ドル、大連
で316ドルとなっており、バンコク（タイ）の286ド 
ル、ホーチミン（ベトナム）の130ドルを上回ってい
る。非製造業一般職の賃金も上海が836ドル、大連
が586ドルであるのに対し、バンコクは617ドル、
ホーチミンは320ドルである。安価で豊富な労働
力があるとされた中国はもう存在しない。

もし、人件費の安さばかりに依存していると、賃
金水準が上昇したときには撤退せざるをえなくなっ
てしまう。前掲図－６に示したとおり、中小企業の
直接投資は人件費の削減だけを目的としているわけ
ではないが、人件費は早期に上昇することをふまえ
た上で事業計画を立てることが必要だろう。

最後に、海外、国内ともに従来の経営手法にこだ
わらないことが重要である。たとえば、現地従業員
のマネジメントを日本と同じようにしても成功しな
いことは、よく知られている。「アンケート」でも従
業員の教育や労務管理を日本とまったく同じように
している企業の割合は、直接投資を行っている企業
のうち3.9％にすぎない。

国内のマネジメントも同じままではいられない。
たとえば、海外展開を行うと経営者が海外に出張す
ることが多くなるから、経営者が不在でも国内の事
業に支障がないようにしなければならない。そのた
めには、マニュアルを作成して従業員が迷わずに仕
事を進められるようにしたり、情報の共有化を進め
て従業員の裁量範囲を広げたりすることが必要であ

る。それは人材を育てることでもある。
もちろん、経営者でなければ判断できないことも

あるから、経営者がどこにいても正しい判断を下せ
るようにすることも重要である。これにも情報の共
有化が必要である。

情報の共有化にはITの活用が有効である。電子
部品を海外で生産しているＴ社では、クラウドコン
ピューティング（注2）を利用して国内・海外の受注残
や在庫状況など業務データを管理している。その結
果、海外から日本本社の状況を、日本から海外子会
社の状況をそれぞれリアルタイムに知ることができ
る。迅速な経営判断のためにも、従業員に権限を委
譲するためにもクラウドコンピューティングは欠か
せないと経営者は言う。海外展開は中小企業に情報
化を促す契機にもなるのだ。

このように、海外展開を行おうとすれば、従来の
経営手法を見直さなければならなくなる。だからこ
そ、イノベーションが生まれ、企業の競争力が向上
するのである。

海外展開もビジネスである以上リスクがある。し
かし、成功した場合に得られるものも大きい。それ
は日本経済の活性化にもつながる。ぜひ、海外展開
にチャレンジする中小企業が増えてほしい。

（注1）詳細は竹内（2012）を参照。
（注2）インターネットを使ったコンピュータの利用形態。デー

タはサービス事業者のコンピュータに保存され、ユー
ザーはインターネットを使ってデータやソフトウエア
を利用する。インターネットに接続できれば、どこでも、
だれでも同じデータを利用できる。
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